
はじめに
（１）海洋における過剰開発と「共有地の悲劇」
2012年8月22日、ロシアが156番目のWTO加盟

国となった。世界第９位（国内総生産約147兆円）
の経済大国がWTOに入った意義は大きい。強力
な紛争解決手続をもつWTOが政治経済的な影響
に関する普遍性を拡大することは、環境と貿易
の関係にあっても影響を与えると思われる。な
ぜならコモン・プール資源は、普遍的な国際社
会との関係にあって成立する資源だからである。
コモン・プール資源は、多様な所有者（または
当該資源を利用する権利をもつ多くの者）があ
って、一または多くの利用者が他の利用者の利
益に悪影響を与えうる資源である。その利用を
調整または制限する権能をもつ機関がない場合、
個々の合理的な行動は集団的な破滅を招来しう
る。これが、「共有地の悲劇」である。たとえば、
世界銀行は、過剰漁獲によって、毎年約5兆37
億円が世界経済の算定に含まれておらず、その

額は過去30年で総計102兆円にのぼる1。
現在、水産資源の約25％が枯渇の危機にあっ

て、持続可能量の回復が求められている2。過剰
漁獲は、世界の主な漁場15のうち13に影響を与
えつつ、魚価の高い水産資源量に著しい減少を
起こしている3。そこに近代化漁業が導入されれ
ば、僅か15年でその資源量は80％まで減少する
ともいわれている4。このような事態の要因とし
て、既に1992年からFAOは、世界大の漁業の激
しい過剰開発（overexploitation）があるとして、
有害な漁業補助金を撤廃すべきだと警告を発し
てきた5。

FAOの2010年統計によれば、商業価値ある水
産資源の88％が完全に開発されたか、過剰開発
されたか、枯渇したかのいずれかである。また、
2009年段階の北西部太平洋のイワシや西武大西
洋のクロマグロ、北西部大西洋のタラなど主な
395種の魚類について、FAOは2012年9月初旬
に、適切な水準を超えて過剰漁獲されている種
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が約30％、漁獲量をこれ以上増やすことができ
ない種が約57％という調査結果を公表した。こ
のことは、1974年の11％に比べて、過剰漁獲さ
れた種が大幅に増えたことを意味している6。

（２）2001年開始の漁業補助金規律交渉におけ
る各国の対立とその背景

このような状況を受けて、WTO交渉では「過剰
能力」（overcapacity）または「過剰漁獲」（over-

fishing）という語が頻繁に登場するようになっ
た。その背景には、WTO加盟国が過度の漁獲能
力を続くと思われる有害な政府補助金を規律し
たい思惑がある。そこでいう漁獲能力は、単に
世界の漁船数とその漁獲量を単純にかけた値か
ら導かれるものではなく、漁船のトン数やエン
ジン出力、更には船舶が備えるレーダーやGPS

機能などの最新技術の導入なども複合的に勘案
して総合的に導かれるものである。実際、漁船
数については、全体的に増加傾向にある一方で

（1970～1989年で87％増）、過剰能力の要因は、
むしろ過去30～40年のすさまじい技術革新に求
められることが多い7。こうして、「過剰能力」
および「過剰漁獲」につながると推定される補
助金は、どの補助金がそれに該当するのかにつ
いて、WTO加盟国が多岐に渡って仮説を立てる
ようになった。

具体的には、2001年に始まった漁業補助金規
律交渉のなかで、2002年8月には、IUU漁業や過
剰能力につながる漁業補助金を撤廃する必要が
議論され、持続可能な開発に関する世界サミッ
トで漁業の危機への取り組みに関与することが
確認された。しかし、この時点では、この試み
が漁業補助金を減らす拘束力ある義務にはつな
がらなかった。その後、WTOにおける漁業補助
金の規律のありようをめぐっては、漁業管理の

役割を重視し「過剰漁獲」および「過剰漁獲」に
つながる補助金に限定した禁止を主張する日本、
韓国、台湾、EU、カナダに対し、一部の例外を
除き補助金を幅広く禁止するアメリカ（米国）、
オーストラリア（豪州）、ニュージーランド（NZ）、
アルゼンチンなどが活発に議論を展開した。他
方、漁業を発展させるため、途上国には特別か
つ異なる扱いを求める中国、ブラジルなどとの
間で対立が生じてきた8。

これらの対立について、WTOルール交渉グル
ープ（Negotiating Group on Rules）議長は、交
渉に顕著な進展がみられない理由は、多くの国
が自国の活動に規律が及ぶことを抑えて、水産
資源の枯渇というグローバル・コモンズの解決
に重点を置かずに、解決の責任を他国に委ねた
まま現状維持を図っているからだと批判した9。
このようななか、一定の漁業補助金は理想的な
管理条件のもとにあってもなお、有害とされて
きた。とりわけ2005～2007年の交渉過程をみた
とき、国際的に実効的な管理制度を設けられな
い場合、漁業補助金は持続可能な漁業とはいえ
ないという認識を生んできたのである。

（３）2007年12月30日発出のヴァイレス議長
草案

2007年12月30日に現議長が発出した漁業補助
金交渉草案は、「過剰能力」と「過剰漁獲」の原
因と推定される補助金の問題について、一定程
度固まってきたものと考えられている。この直
前の12月8日、米国、豪州など９ヵ国が、WTO

加盟国に対し、漁業補助金の原則禁止を求める
閣僚声明を公表した10。このような追い風は、
現在のところ「補助金と相殺措置に関する協定」
（Agreement on Subsidies and Countervailing

Measures, SCM協定）附属書として位置づけら
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れる新草案が、前文を持たないこともあって、
規制対象が貿易的側面に限られない方向をもつ
だろうともいわれている11。

このような背景を踏まえ、本稿では、2001（交
渉開始）～2007年（議長テキスト発出）に漁業補
助金協定草案が形をなしてくる時期に焦点をあ
て、そこで示された主な三つのアプローチを紹介
しながら、加盟国の考え方を概観する。その基
本には、海洋生物資源を対象とする「過剰能力」
および「過剰漁獲」が補助金スキームとの関連で
いかなる関係に立つかという疑問がある。これ
は、各国の漁業補助金の内訳が不明なために生じ
ている。これを受けて、漁業活動のなかで海洋生
物資源の枯渇に深く関わる要因を浮き彫りにし
ようとする国々の思惑が強まってきている。

（４）本稿の構成
本稿の構成は、代表的な国（グループ）の立

場を紹介しながら、（１）SCM協定に着想を得た、
禁止補助金（赤）、提訴できる補助金（黄）、提訴
できない（許容される補助金）（緑）に象徴され
る「信号的アプローチ」、（２）協定草案は必要な
しとするアプローチ、（３）特別かつ異なるアプ
ローチ（漁業補助金規制の適用除外）、を概観す
る。第一章では、SCM協定と漁業補助金の関係
を概説し、漁業補助金の特異性に言及する。ま
た、主な国際機関がこの議論についてどのよう
に触れているのかについても俯瞰する。第二章
では、漁業補助金協定草案の本質が、通報制度
の強化による情報と透明性の確保であることを
念頭に置く。続く第三章では、それまでの議論
を踏まえ、国の指向を四つに大別して、各々が
何を目指し、いかなる議論を展開したのかをみ
る。そこで留意したのは、漁業補助金の類型化

につき根底にある考え方を示すことである。最
終章では、漁業補助金協定草案の三つ目の柱と
いわれる補助金規制の適用除外条項の概要と背
景について触れる。なお、文中に出てくる金額
については、文脈における年代に合わせた為替
レートで換算した。

第一章　SCM協定と漁業補助金
（１）補助金協定と紛争解決制度の結びつき
１．補助金協定の定立と実施（1994年）

一般に、関税は、国内産業の保護という目的
の観点から設定されるように思われるが、その
実態としては、政府の別の意図によって行われ
ることがある。すなわち、国家は、国益のため
税制や他の政治経済的な手段を用いて、他国の
犠牲の上に国内、国際双方で優位に立とうと補
助金の代替措置として政策を行う結果、国家間
に緊張を生じさせることがある。たとえば、あ
る国がテレビ生産者に免税措置を図ると、当該
の商品を生産したいという誘因が生まれ、テレ
ビ生産者にとっては補助金と同等の効果が生じ
ることになる。すなわち、国家は、国内で大量生
産したい製品には有利な減税を実施しているの
である12。この点、マラケシュ協定（Marrakesh

Agreement, 1994）以前は、補助金を実効的に扱
う仕組みがなかった。

GATT16条は、締約国が補助金によって、国内
市場の消費者に対するのと同種の製品に課され
る類似の価格よりも低廉な価格で、輸出製品を
販売する第一次産品以外の製品の輸出に、直接
にまたは間接にかのいずれかで、特定形態の補
助金を認めないよう規定する。東京ラウンド
（1979年）では、補助金規則（Subsidies Code）の
作成によって、詳細なルールと手続が設けられ
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た。ウルグアイ・ラウンド（1986～1995年）では、
補助金規制が進んで、SCM協定となった13。そ
の間、1994年のウルグアイ・ラウンドでは、主
に水産物の関税割当の除外が合意されなかった
ので、漁業は農業に関する協定から外された14。
こうして、製品輸出に政府が補助金を与えるこ
とを禁ずるSCM協定が策定された。同協定は、
原則として補助金を禁ずることはせずに、補助
金の「使用を規律」し、補助金が他国に経済的
損害を引き起こす場合を明記し、場合によって
は対抗措置（retaliation）を認め、国が補助金の
効果を相殺（counter）できるという仕組みを採
用した。

具体的には、SCM協定１条は、補助金を定義
する。補助金とは、資金的貢献（financial con-

tribution）または何らかの形態の政府による所
得または価格支援があって、それによって利益
が与えられることをいう。資金的貢献とは、

（１）資金の直接的な移転（助成金およびローン
など）、（２）過去のまたは未回収の政府財源（税
額控除）、（３）一般のインフラ以外の商品または
サービスを提供する政府、または購入商品、

（４）資本移転による上記の機能を私的団体に実
施するよう委ねる政府、の四つを含むものであ
る。また、協定２条は、特定の（specific）補助
金のみが規律に服するとしている。すなわち、
輸出／輸入に代替される補助金（輸出補助金）を
特定的なものだとみなすのである。具体的には、

「農業に関する協定の附属書Ⅰ」（the Agreement

on Agriculture, AnnexⅠ）に輸出補助金のリス
トが列挙されている。
２．補助金規律─三つの類型化

上述の制度を実施するために、協定は三つの
補助金を類型化する。すなわち、（１）禁止補助

金、（２）提訴できる（actionable）補助金、（３）提
訴できない（non-actionable）補助金（許容され
る補助金）、である。協定３条は、輸出補助金
（輸出の実施に伴う補助金）および輸入代替的な
補助金（輸入品に対し国内品の利用を伴う補助
金）を禁ずる。協定では、これらのうち禁止補
助金と提訴できる補助金について、WTO紛争解
決手続を提供する（４条）。具体的には、補助金
が他の加盟国の利害に悪影響を引き起こす場合
に提訴できる（５条）。そこでいう悪影響とは、
次の事態が認められる場合をいう。すなわち、
（１）他の加盟国の国内産業に損害が生じたとき、
（２）ガットの下で生じる他の加盟国の利益の悪
化、または（３）他の加盟国への著しい損害、で
ある15。他方、提訴できない補助金は、禁止補
助金または提訴できる補助金のいずれにも入ら
ない補助金をいう。したがって、SCM協定は
「特定されない補助金」を提訴できない補助金と
していることになる。

たとえば、補助金による輸入を、ある加盟国
が国内産業に具体的な損害（material injury）を
引き起こしたとみなせば、SCM協定第５部（10
～23条）に従う調査を経て、相殺措置を執る手
続きに入ることができる。ただし、協定８条の
条件に合致すれば、次の三つの類型の補助金は
提訴できない。すなわち、（１）産業の研究およ
び開発活動への支援、（２）不利な地域への支援、
（３）新たな環境の規制に対し既存の施設を採用
するための支援、である。ただし、同条は、
2001年1月1日に失効した。

ここで、水産物関連を対象とする補助金も当
然に協定の適用対象となる。その理由は、「農業
に関する協定の附属書Ⅰ」が、その範疇から水
産物を外したからである16。具体的には、水産物
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を対象とする補助金は、税額控除（tax break）、
貸出設定（lending preferences）、助成金または
研究・開発またはマーケティング、燃油の費用
逓減、使用料の減額または無料化、無条件贈与、
雇用支援または外国市場における競争支援とい
った、費用逓減の形態をとることがある。また、
燃油、餌、氷および他の投入物価格または投入
税の減額、安全性改善のための助成金の形態を
とることもある17。

（２）漁業補助金の特異性
１．ドーハ宣言28、31項と漁業補助金

マラケシュ協定前文やこれをカバーする協定
の存在（衛生植物検疫措置の適用に関する協定、
貿易の技術的障害に関する協定）もあって、ウ
ルグアイ・ラウンドは貿易と環境を議論するた
め、1995年に「貿易と環境に関する委員会」

（Committee on Trade and Environment, CTE）
を設立した。委員会は、環境と貿易に関する
様々な議論を取りあげてきたが、これまで具体
的な協定を定式化してこなかった。こうしたな
か、CTEに提出されたノート（1998年）では、水
産業への補助金が次の四つに類型化された。す
なわち、（１）漁獲部門への補助金、（２）加工産
業への補助金、（３）造船業への補助金、（４）研
究・開発部門またはマーケティングの目的を含
む他の補助金、である18。その後、2000年11月、
WTO閣僚会議でこの問題をめぐる交渉を立ち上
げる合意がなされて以降、勧告を行う唯一の権
能をもつ機関として任務が続けられている。ド
ーハ閣僚会議後は、WTO貿易交渉委員会の権限
のもとにあるルール交渉グループにおいて議論
が続いている。2001年には、新ラウンドを立ち
上げるドーハ宣言が採択された。同宣言31項

（貿易と環境）は、次のように規定した。

貿易と環境の相互協力を促す目的で、結果を
予断することなく、次のことに関する交渉に
合意する。
（１）既存のWTOルールと、多数国間環境条約

（Multilateral Environmental Agreements,

MEAs）に規定される特定の貿易義務と
の関係。問題のMEAsの当事国の一つと
して、交渉は、かかる既存のWTOルール
適用可能性に対する範囲に限られる。こ
の交渉は、問題となるMEAsの当事国で
ない加盟国のWTO上の権利を害するもの
ではない。

（２）MEAs事務局と関連するWTO委員会の定
期的な情報交換の手続、およびオブザー
バーの地位を付与する基準。

（３）環境的な商品およびサービスに対する関
税のおよび非関税障壁の軽減または、適
当な場合には撤廃。漁業補助金は、第28
項に規定される交渉の一部を形成するこ
とに注意が払われる。

その28項で「漁業補助金に関するWTO規律を
明確化および改善する（clarify and improve）」
と明記された。これを基礎として2001年のドー
ハ・ラウンドで漁業補助金交渉草案交渉が始ま
るが、この文言については、WTOの制度的なリ
スクを最小限に抑え、その改善の程度と速度は
微細な（marginal）ものと捉えるべきという有
力説がある。そうなれば必然的にWTO加盟国
は、現行SCM協定の有効性を最大化せざるをえ
なくなる。換言すれば、現行SCM協定を改善す
るなら、それがなぜ必要で、その根拠となる補
助金協定の何が不明確であるのかを明確にして
初めて、漁業補助金に関するWTO規律が進むこ
とができるというのである19。
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17 Ekaterina Anyanova, Rescuing the Inexhaustible…: The Issue of Fisheries Subsidies in the International Trade Policy, 3
J. INT’L COM. L. & TECH. 147, 150 (2008).

18 Note by the Secretariat, GATT/WTO Rules on Subsidies and Aids Granted in the Fishing Industry, WT/CTE/W/80, (Mar.
9, 1998), ¶ 31.

19 Chang, supra note (13), at 920-21.
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ここで、海洋生物資源が「共有地の悲劇」の顕
著な例とされるゆえの漁業補助金の特質は、補
助金を多く出すことのできる国がかかる資源を
有利に利用できる反面、補助金を十分に出すこ
とのできない国がかかる資源に対するアクセス
に制約がかかる現象が生じるということである。
とはいえ、補助金が実際に生産の貿易歪曲効果

（価格効果および特別な市場におけるマーケッ
ト・シェアの損失など）に損害を与えていると
立証するのは難しい20。その理由は、いずれの
加盟国の国内産業にも損害が存在せず、無効や
悪化（impairment）、著しい損害（serious preju-

dice）、および不利益が生じている訳ではないの
で、「補助金が特定されない」からである21。実
際、これまで漁業補助金の多くはSCM協定では
禁じられず、提訴できる補助金にもなってこな
かった。こうして、政府が行う特定の商品また
はサービスを生産する費用を逓減させる、また
は生産に負った価格を上げる市場歪曲的介入と
して広く定義される補助金は、SCM協定の補助
金の法的定義では対応が難しいことになる22。

これに対して、2002年 4月24日に「魚の友
（Friends of Fish）グループ23」（以下、魚の友）が
共同提出したペーパーによれば、漁業は過剰開
発されれば枯渇しやすい点で特質をもつ24。「魚
の友」とは、漁業補助金に関するWTOの特別な
規律に言及するWTO加盟国グループに対する非
公式な用語である。「魚の友」は、水産業界にい
う補助金を、市場のみではなく当該資源へのア

クセスにも影響を与えると捉える。この主張に
従えば、SCM協定は、生産力をもつ資源への損
害ではなく、市場に対する補助金の影響に焦点
をあてる立法趣旨をもつことになる25。したが
って、現行SCM協定が漁業補助金を実効的に規
律することは適切でないとの説も出てくる。環
境学者にも、SCM協定の決定的な欠陥は、補助
金の定義だと指摘する者がある。現行SCM協定
では市場の歪曲を立証するのは難しいので、協
定の明確化と改善を行って、漁業補助金規律を
実効的にすべきというのである26。
２．「信号的アプローチ」とWTO紛争解決手続の

関係
そこで現れた考え方が、SCM協定の発想を基

礎として、信号の光の分け方を利用して、漁業
補助金を赤（禁止補助金）、黄（アンバー、スロ
ーダウン）、緑（許容される補助金）の三つに類
型化して、補助金を貿易の悪影響に基づいて、
WTO紛争解決手続の申し立てを利用するという
仕組みである。これについては、現行SCM協定
が水産業界の特別な事情になじまないので、公
式な制度とするのは反対という主張もある。と
いうのは、こうした類型で一定の漁業補助金を
認める含意をするということは、水産業界にお
いては第一義的に、複数の地域漁業管理機関
（Regional Fisheries Management Organization,

RFMO）が水産資源管理を行っているので、漁
業補助金によって漁獲能力（harvesting capaci-

ty）の過度の装備が進められた場合、かかる実
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20 Communication from the United States, Possible Approaches to Improved Disciplines on Fisheries Subsidies,
TN/RL/W/77 (Mar. 19, 2003), ¶ 4; Communication from Chile, Possible Approaches to Improved Disciplines on Fisheries
Subsidies, TN/RL/W/115 (June 10, 2003), ¶45.

21 Christina Schröder, ACP/EU Fisheries Relations: Towards Mutual Benefits: Fisheries Subsidies in the WTO, ¶ 1,
Technical Center for Agricultural and Rural Cooperation (presented at the WTO Seminar for fisheries subsidies, Apr. 7-9,
2003).

22 Tracey M. Price, Negotiating WTO Fisheries Subsidy Disciples: Can Subsidy Transparency and Classification Provide
the Means Towards an End to the Race for Fish?, 13 TUL. J. INT’L. & COMP. L. 141, 143-44 (2005).

23 Chang, supra note (13), at 879 n. 1.
24 Submission from Argentina, Chile, Iceland, Norway, and Peru, Subsidies in the Fisheries Sector: Possible

Categorizations, TN/RL/W/58 (Feb. 10, 2003), Negotiating Group on Rules, at 1; See Communication from the United States,
supra note (20), at ¶ 4; Communication from Chile, supra note (20), at 1.

25 Note by Secretariat, Summary Report of the Meeting Held on 6 and 8 May 2002, TN/RL/M/2 (June 11, 2002), ¶13.
26 Communication from the United States, supra note (20), at ¶ 4.
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効的な管理が損なわれる事態が生じうるからで
ある。水産業界では、漁獲規制の不遵守、違法
漁業または資源の持続可能性について必ずしも
科学者の判断に積極的でない姿勢もあわせ、実
効的な管理を損なう行動は多くの形態をとると
もいわれるのである27。

これらの問題について、David Schorrによれ
ば、SCM協定６条１項（既に失効）は、個別国家
の貿易利益に証明可能な損害がなくとも、一定
の補助金には紛争解決手続の利用による法的救
済が残されており、その根拠として「持続可能
な開発の目的に従って世界の資源の最適利用を
考慮した」商業利益に言及するマラケシュ協定
前文があるという。また、WTO加盟国は、貿易
と環境の相互協力を促すための必要を認識しつ
つも、CTEの下の交渉では限界があったという。
彼は、「過剰開発」と「過剰能力」を截然と分け
ている。ある補助金が、過剰開発または過剰漁
獲を引き起こしているかどうかを判断するには、
明らかに環境的な判断が必要となる。ある補助
金が「過剰能力」または「超過漁獲能力」（excess

fishing capacity）を引き起こしているかを判断
するには、国際機関としてのWTOが日常的に扱
う経済問題に関連が出てくる28。ここで過剰能
力とは、「生態的に持続可能な漁業として維持さ
れなければならない水準を超える能力」とされ
る。たとえば、今日の船舶は、より大規模でよ
り動力も強く、より遠くより速く悪天候であっ
ても航海できる。さらに、着弾観測機（spotter

planes）、人工衛星、およびソナーシステムなど
によって、1,000 t級のスーパートロール船が、
減少傾向にある魚種の個体群の位置に照準を定
めることもでき、これらのトロール船が減少す
る魚にも大規模な漁を続けられるようになって
いる29。

（３）国際的な視点による漁業補助金の類型
漁業補助金を研究する環境学者には、海洋生

物資源を保全する（preserve）目的で漁業補助
金に特別の規律をかけるようWTOが進むことを
支持している者がいる。そのなかには、漁業補
助金が環境に優しいか否かによって、良い補助
金と悪い補助金に分ける者もいる。国際機関も、
漁業補助金を漁業資源枯渇という課題に取り組
むにあたって、発想を明らかにしている。ここ
では、代表的なものを概観する。
１．FAOと漁業補助金

国連食糧農業機関（Food and Agriculture

Organization, FAO）は、1980年代以降、漁業補
助金の負の効果が政府レベルで関心の対象とな
ったことを受けて分析を行っており、1993年に
は漁業補助金について世界的な評価をした。そ
れによれば、水産業からの収益は操業経費より
も約2兆4,420億円下回った。価格下落の費用、
投資収益率、船舶自体の借金の利子支払などは
約1兆1,100億円とみられる。漁船の過剰能力拡
大、それに続く漁船の安価な市場価格はさてお
き、これら損失はある部分、補助金から補填さ
れる。こうして、漁業補助金は水産資源の持続
可能性を損なうのみならず、環境にも損害を与
え、貿易を歪曲して実効的な漁業管理の努力も
損なうことになる30。

その後、FAO水産委員会（Committee on

Fisheries, COFI）は1999年2月に「漁獲能力の管
理のための国際計画」（the International Plan of

Action for the Management of Fishing Capacity,

IPOA）という文書で漁業補助金規律に関するソ
フト・ローを提供した。しかし同計画は、過剰
漁獲を減らすには、漁業国の一方的措置に依拠
せざるをえない性質があることから、実効性が
十分ではないと評される。この点、WTOは、協
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27 Compilation of Issues and Proposals Identified by participants in the Negotiating Group on Rules, TN/RL/W/143, (Aug.
11, 2003).

28 Chang, supra note (13), at 916-17.
29 Porter, supra note (3), at 12.
30 Anyanova, supra note (17), at 151.
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定の一つに法的拘束力をもつSCM協定を有して
いる。1994年のウルグアイ・ラウンドにおいて、
交渉国は主に水産物の関税割当の除外に同意で
きなかったので、漁業は農業に関する協定から
外された。そのため、同協定は一般法として漁
業補助金も規律することになる。これを受けて
FAOは、漁業補助金を次の四つに類型化した。
すなわち、（１）短期における生産者の費用逓減
および／または収益を増加させる政府の資金移
転、（２）資金移転を含むか否かにかかわらず、
短期における生産者の費用を逓減しおよび／ま
たは収益を増加させる政府の介入、（３）水産資
源と貿易に潜在的に影響を与えうる生産とマー
ケットにおける歪曲（不完全性）を矯正するた
め、政府介在の不在または欠如に起因する生産
者への短期の利益に加え、資金移転を含むか否
かにかかわらず、短期における生産者の費用逓
減しおよび／または収益を増加させる政府の介
入、（４）短期、中期、長期における魚および水
産物を生産し、市場で売買する費用および／ま
たは収益に影響を与える政府の介入、または矯
正的介入の不在、である31。
２．UNEPと漁業補助金

次 に 、国 連 環 境 計 画 （ United Nations

Environment Programme, UNEP）があげる漁業
補助金の対象とならない類型は、商業的に適用
可能な研究および開発のための補助金のみであ
る。これは厳格な類型基準であり、SCM協定で
は対応できないので、新たな規律として認識す
べきものとなる32。これを受けてUNEPは、漁業
資源の枯渇と他国の貿易利益への影響の度合い
によって漁業補助金を再定義し、再類型化する
よう求めている33。その背景には、SCM協定１

条にいう資金的貢献が、環境的に有害で貿易歪
曲的な漁業補助金を実効的に規律するには不十
分だという認識がある。この点、UNEPのワー
クショップ（2002年3月）では、次の三つが、
SCM協定のもと定義を拡げるよう提案された。
すなわち、（１）明示の補助金以外に間接的なも
のも含むことにより、定義に関する部分特定的
な明確化を進める、（２）水産業に漁業管理サー
ビスの費用を課せない事実も含む、（３）政府が
適切かつ持続可能な漁業活動を執行できない事
実もあわせて定義を拡げる、である。それらは、
水産業を支援する補助金と持続可能な漁業管理
を損なう補助金を区別することを目的とする34。
具体的には、漁業補助金がそれぞれ次の一つに
分類されるよう提案した。すなわち、（１）漁業
管理サービス、（２）インフラを含む資本費への
補助金、（３）廃船（decommissioning）および漁
業許可の取り消し（license retirement）、（４）外
国漁業のアクセスの補助金、（５）収入への補助
金、（６）中間投入資本への補助金、である35。
３．APECと漁業補助金

アジア太平洋経済協力（Asia-Pacific Economic

Cooperation, APEC）が出資する研究（以下、
APEC研究）は、SCM協定を必ずしも侵害しない
包括的な（generic）漁業補助金を検討している。
同研究は、漁業補助金全体に占める資本および
インフラの補助金が他のどのタイプの補助金よ
りも大きいゆえに重要と捉えている。具体的に
は、（１）漁業会社の開発助成金、（２）政府投資―
水産業界における国営企業と協同組合、（３）漁
船の刷新と近代化、（４）外国の入漁料支払―外
国の漁業水域への深海漁業船のアクセスに対し
て、（５）餌のサービス―漁業者に提供されるも
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31 CTE, Item 6 of the Work Programme, Note by the Secretariat, Addendum, Environmental Benefits of Removing Trade
Restrictions and Distortions: The Fisheries Sector, WT/CTE/W/167/Add. 1, at 5 (June 19, 2001).

32 Price, supra note (22), at 172.
33 UNEP Workshop on the Impacts of Trade-Related Politics on Fisheries and Measures for Sustainable Fisheries

Management, Mar. 2002 (‘UNEP Workshop’), AnnotationⅡ, at 5 n. 4 and accompanying text.
34 UNEP Workshop, supra note (2).
35 Id., at 5 n.4.
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の、（６）魚の競りまたは他の売却施設およびサ
ービスの提供、（７）造船所への支援―漁船建造
支援のため、（８）漁港インフラ支援―漁船のた
めの港改善を行うため、（９）港施設および停泊
地―漁船用に無料または廉価で提供されるもの、

（10）他の資本およびインフラ支援プログラム、
である。他方、次の補助金は、漁業管理および
保存の類型に入る。すなわち、（１）漁業管理お
よび保存プログラム、（２）資本とインフラの支
援プログラム、（３）漁師および漁業従事者への
直接支援、（４）支援プログラムの貸与、（５）税
制優遇措置と保険支援プログラム、および（６）
マーケティングと価格支援プログラム、である。
こうして、APECは「漁業管理および保存」類型
に上記（１）～（６）を含む一方で、UNEPは廃船
および漁業許可の取り消しを補助金に含んでい
る36。ここで注意すべきは、税制優遇措置と保
険がUNEPの類型から外されていることである。
外国の漁業に政府がアクセスを促すことは、別
の補助金類型になると思われる。なお、APEC報
告書では、外国のアクセスの支払いは「資本お
よびインフラの支援プログラム」の一部とみな
されている37。

第二章　通報による透明性の発展に向けて
─協定草案の本質

（１）漁業補助金の交渉の行き詰まりの背景
１．補助金情報透明性への希求

漁業補助金の議論は、主に三つの理由で行き
詰まりになっている。（１）日本、EUおよび米国
が漁業補助金の約半分を占める状態で、それが
年約1兆3,500億円～1兆8,000億円とされること
から、世界的な漁業補助金の重要性が無視でき
ないほど高く、厳格な規律でこれを規制するこ
とは難しいこと、（２）主な漁獲高の約40％のシ

ェアについて、主要な輸入国が日本、EUおよび
米国によって取引されており、これを制約する
と貿易上も大きな影響が出るおそれがあること、

（３）途上国の多くが水産物の輸出に依存してお
り、少なくも全輸出の50％を占めていること、
である38。

このような状況にあって、政策決定者や科学
者などは、補助金の影響、配分および実効性を
評価し、納税者の金銭がどのように使われてい
るかを分析するには、良質の情報に多くアクセ
スできることが望ましいと強調する。この透明
性を目指せば、理想的には補助金の受領者の公
開も求められる。なぜなら、実際にはこれらの
情報は、適切な精査と相互参照をほぼ不可能に
するような形態で示されることが多いからであ
る。たとえば、船舶、またはプロジェクト・フ
ァイナンスに関する情報は入手すらできない。

それでも、禁止漁業補助金または悪影響を引
き起こす補助金を検討するにあたって、WTO加
盟国を扱う手段として、現行SCM協定は有効で
はないかという意見もある。これを検討するに
は、漁業補助金が非常に貧弱な公開と通報しか
もちあわせないという理由と、漁業補助金の付
与で責めを負わない国を見つけるのは難しいと
いう背景をみておく必要がある。換言すれば、
一方の政府に責めを負わせることによって報復
（countercharge）に身を晒してもよいと考える
政府など存在しないという状況がある39。実際、
政府は漁業補助金については、不十分な情報し
か提供していないか、機密に近い扱いをするこ
とすらある。このため、水産業界に与える漁業
補助金の本来の影響を評価するのは極めて難し
い。たとえば、各国による漁船への補助金はや
むことがないが、これを逓減しようとすれば、
食品産業のロビー活動による強力かつ政治的な
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37 UNEP Workshop, supra note (2), at 5-6.
38 Price, supra note (22), at 145-47.
39 Marc Benitah, Ongoing WTO Negotiations on Fisheries Subsidies: ASIL Insights, AM. SOC’Y INT’l L. (June 2004),
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反対が生じることもある40。
２．漁業補助金の通報状況と現状

漁業補助金は、すべての漁業国に共通した背
景をもつので、情報の公開と通報が非常に脆弱
なものとなる。そうなると、ある漁業補助金と
その貿易歪曲効果と過剰漁獲または過剰漁獲能
力との相関関係（因果関係はなおさら）について
踏み込んだ推定はできなくなる。ゆえに、現行
SCM協定のもと申し立て（complaint）を実施で
きる実効性も疑わしい41。この点、WTO交渉の
初期段階では、参加国は、貿易歪曲行為の規律
を含みつつ、後に続く局面でかかる関係を明確
化し、改善しようとしてきた。この課題を実現
するには、SCM協定の通報要件に合致する水産
業界に提供されるすべての補助金を事務局に迅
速に通報すべきことになる。同時に、必ずしも
現在の要件の対象とならない補助金についても、
通報を要請する合意が求められることになる。
現時点でSCM協定の下で求められる情報を収集
する適切な仕組みが既にあることに鑑みれば、
WTOはかかる情報の拡張版を集積するには有効
な国際機関と思われる。そこにおいて国内の漁
業補助金プログラムの透明性が客観化できれば、
これら補助金の類型がどのように過剰漁獲と貿
易双方に影響を与えるかについて理解を深化で
きるだろう42。

しかし、現実には、漁業補助金の通報および
漁業補助金の特定のタイプの効果並びに適当な
漁業補助金の類型は、肝心な透明性を欠いてお
り、厳然とした情報格差が生じている。そこで、
漁業補助金に関する合意に向けて進むには、「共

有地の悲劇」の問題を克服するために、かかる情
報の格差を克服することが第一の課題となる43。
現在のように、過剰漁獲の環境と貿易の歪曲と
いう経済的要因の双方に関する実証データが薄
弱な（flimsy）という状態が続くならば、漁業
補助金に関する類型に十分な同意が得られるの
はずっと先のことだろうと思われる。

では、世界貿易のフローに与える漁業補助金
の影響を実証的に証明する研究が、費用や価格
といった国際的な支援プログラムや他の施策の
立案について利用できるデータをほとんどもた
ないという事実には、いかに対処すべきだろう
か。漁業補助金が漁船の過剰能力につながるこ
とによって、水産資源の水準に悪化の影響を与
えているという説明は次のようになされる。す
なわち、何百億円かが先進国の政府によって産
業に投入されれば、必然的に国際貿易は影響を
受けるという説明である。たとえば、世界銀行
によれば、世界的な漁業補助金は1兆2,600億～
1兆8,000億円で推移するが、それは水産業界に
おける取引高の20～25％である44。OECD、
APECは、それらを少なめに捉えて、1兆800億
円以上で取引高の17％としている45。OECDは、
1999年にOECD諸国の補助金の総額だけで5,400
億円前後で、日本の補助金は約2,250億円、EUは
約1,080億円、米国は約990億円、カナダは約450
億円、韓国は約360億円であると見積もられてい
る46。しかし、積極的な環境目的をもっていると
算定されている漁業補助金は全体の僅か５％し
かないとされる47。
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40 Anyanova, supra note (17), at 152.
41 Id., at 153.
42 Price, supra note (22), at 175.
43 See Communication from Chile, supra note (20), at ¶ 2.
44 Underwriting Overfishing, supra note (5).
45 OECD, TRANSITION TO RESPONSIBLE FISHERIES: ECONOMICS AND POLICY IMPLICATIONS (Paris, OECD, 2000) 130.
46 Anthony Cox & Carl-Christian Schmidt, Subsidies in the OECD Fisheries Sector. A Review of Recent Analysis and Future

Directions, at Annex Table A.4, Organisation for Economic Co-operation and Development, available at
http://www.oecd.org/dataoecd/43/40/2507604.pdf (visited Nov. 9, 2012).

47 Underwriting Overfishing, supra note (5).
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（２）SCM協定第25条の実効性強化に向けて
漁業補助金の類型化について国際的な合意を

達するためには、次の二つの措置が必要となる。
第一に、漁業補助金における透明性を高めるよ
う追求がなされることである。その理由は、具体
的には、SCM協定の改正として提起されるのと
は別に、マラケシュ協定10条に従い、「補助金お
よび相殺措置並びに補助金機関に関する委員会」
（Committee on Subsidies and Countervailing

Measures and Subsidiary Bodies）の「通報質問
票」を明確化することによって、交渉を進める
ことである。SCM協定25条のもと委員会は
「BISD 9S/193-194に含まれる質問票の内容と形式
を審査するため作業部会（Working Party）を設
立する」ことを容認している。ここで、より透
明性を目指すのであれば、協調を拒む国に強制
的な圧力を加えられるよう、強制的な同意に交
渉モデルを変化させる仕組みも検討されるべき
だろう。第二に、水産業界に向けた補助金規律
に十分な合意がないので、未解決の漁業補助金
の類型に国際的なコンセンサスを醸成すべきで
ある。その理由は、能力を軽減させる効果をも
つ補助金があるなかで、過剰漁獲を促す補助金
を類型化することは、これまで取り組まれてこ
なかったからである。また、交渉を進めるにあ
たって、適用条件（the terms of reference）に同
意することも必要だろう。そうすることで、補
助金の類型化に国際的な合意を進める取り組み
は、水産業界のより広範囲の補助金規律に向け
精緻化が進んでゆくと思われる48。

思うに、SCM協定25条は、加盟国に対し１条
の定義から入って、２条の意味における特定的
な各国の補助金プログラムをWTO事務局に通報
するよう求めている。その仕組みは、水産業界
において与えられる補助金の多くの類型をカバ

ーするのに十分その用に耐えるものである。先
に触れた明白な分類と通報のため、かなり精巧
に作成される質問票は、多くの国にとって重要
である。その理由は、特定された類型がWTO加
盟国のなかで通報義務を明確化するだけでなく、
透明性と更なる研究も増加させるからである49。
しかし、WTOの質問票を遵守しない形で提出さ
れた通報の大部分は、最小限の情報しか記載し
ていないことも多い。たとえば、1996年を例に
とると、WTOに通報されるべきだった全漁業補
助金のうち、実際に通報されたのは僅か７-８％
に過ぎなかった50。

（３）漁業補助金の通報をめぐる特徴とその打
開策

当初の交渉戦略では、「魚の友」（Friends of

Fish）は、現行SCM協定の下で依然として補助
金として説明されない対象をWTOに通報するよ
う求めた。これは、WTOの通報要請とともに、
より確実な透明性と、他の政府間機関や専門家
が研究対象とできるような仕組みを提供するこ
とで、水産業界への将来的な補助金規律が適切
に貿易歪曲と環境損害双方を撤廃できる可能性
を創出しようとする意図であった。

たとえば、「魚の友」の一つであるニュージー
ランド（NZ）は、過剰能力および過剰漁獲並び
に他の貿易上の歪曲を引き起こす特定の補助金
を禁止するよう提案する。それによれば、補助
金を出す国は、「黄色の補助金」を通報しなけれ
ばならない。この通報を行わない場合には、当
該国は、その補助金が貿易の損害を引き起こさ
なかったと立証しなければならない51。この黄
色という類型は、SCM協定６条１項（ａ）とい
う既に失効した条項に着想を得たものである52。
また、外国の入漁料支払のような補助金が、も
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48 Schorr, supra note (14), at 146-48.
49 Price, supra note (22), at 170.
50 Schorr, supra note (14), at 154-55.
51 Anyanova, supra note (17), at 153.
52 See Communication from the United States, supra note (20), at ¶ ¶ 3-5.
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しインフラ補助金と同様に広い類型に含められ
れば、特別な類型の補助金プログラムについて
報告される情報が減少するかもしれない。重要
なのは、漁業補助金について規律対象となる類
型が何かということを明確にすることである。
漁業補助金をいかに定義するかに関する類型の
議論に同意を得るのは難しい。とはいえ、SCM

協定に修正を施さずとも、加盟国は既に一定の
漁業補助金についてWTOに通報するよう既に義
務づけられている。これは、漁業補助金の概念
が、既にSCM協定の範疇に入る補助金を出発点
としていると解釈できる。実際、協定１条１項
をみると、補助金には政府が直接に資金提供の
仕組みを通じ、また間接的に私的団体を通じて、
または助成金（grants）、公債（loans）および普通
株の振り出し（equity infusions）の形態で移転を
行う対象も含まれている。これを漁業補助金に
援用すれば、船主および漁師両者または魚種並
びに水産物の移転または加工のための助成金、
低費用融資および普通株の振り出しも報告され
なければならなくなる53。

さらに、養殖や養魚場も「急速発展型」の産業
（burgeoning）なので、漁獲とは区別されるべき
であって、新たな類型として加えられるべきで
ある。漁業補助金協定草案の本質は、完全な透
明性（full transparency）の確保だからである。
それにもかかわらず、多くの国は、既に報告を
義務づけられている補助金すら報告していない。
そのため、交渉テーブルでは不調和（asymme-

try）が起きている。こうした情報の欠如は、情
報の非対称性を生み、取引が失敗することにつ
ながる可能性を生んでいる54。これらに鑑みる
と、NZ案のように、上述の幾つかを「黄色の補

助金」の範疇に収めて、その対象の通報を行わ
ない国に対しては、自国の補助金が貿易損害を
引き起こしてないという積極的な説明責任を課
すという仕組みが、貿易歪曲のみならず環境損
害に対しても制度上の打破となりうるのではな
いかと思われる。また、その説明責任の過程に
おいて、漁業補助金に特有な助成金、低費用融
資及び普通株の振出し、または急速発展型漁業
の特徴のうち、過剰漁獲との関係が明らかにな
ってくると考えられる。

第三章　交渉における各国の立場
（１）「魚の友」グループ―「赤」を強力に推進
2003年のWTO交渉では、豪州、チリ、エクア

ドル、アイスランド、NZ、ペルー、フィリピン
および米国を含む６ヵ国または加盟国グループ
が、様々なアプローチを列挙する９のディスカ
ッション・ペーパーを提案した。「魚の友」は、
最も包括的な改訂を提唱したが、これに対し日
本および韓国、また若干抑え気味にEUが対抗す
る形で交渉が進んだ55。
「魚の友」は、一貫して漁業補助金を規律する

特別なWTOルールが海洋生物資源を保護するの
に必要という立場であった56。その目的は、漁
業補助金に特別な規律を採択するというもので
ある。この点、米国案は貿易歪曲に関心を置く
が、「魚の友」は貿易というより環境に重点を置
いた57。「魚の友」は、ドーハ交渉ルールの初期
段階で、補助金の漁業部門に特定的な定義に着
手して以降、漁業補助金プログラムを類型化し
ていった58。他方、米国は、漁業補助金に関す
る新たな規律のための予備的考察を提出した。
そのペーパーは、ルールを明確化および改善す
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53 Price, supra note (22), at 171.
54 Howard Chang, An Economic Analysis of Trade Measures to Protect the Global Environment, GEO. L.J. 2131, 2160 (1995).
55 Schröder, supra note (21).
56 See e.g., Price, supra note (22), at 157-58.
57 Chang, supra note (13), at 915 n. 125.
58 See Submission from Argentina, Chile, Iceland, Norway, and Peru, Subsidies in the Fisheries Sector: Possible

Categorizations, TN/RL/W/58 (10 Feb. 10, 2003).
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る目的は、「過剰能力」および「過剰漁獲」を促
すもの並びに他の貿易歪曲的効果をもつ政府プ
ログラムに規律を提供することにあった。すな
わち、「過剰能力」および「過剰漁獲」を直に促
すか、他の貿易歪曲効果をもつタイプの漁業補
助金は、禁止漁業補助金とすべきというもので
あった59。具体的には、過剰開発を引き起こす
とみられる漁業補助金を「赤」（禁止補助金）の
類型とする。これについては、結果として貿易
歪曲効果をもたない補助金をも規制することに
なって、貿易を促す筈の補助金を却って規律す
る結果になりかねないとの懸念もある。すなわ
ち、現行WTO制度の伝統的および基本的な原則
に反するという懸念である。
「魚の友」は、漁業補助金が公海で「過剰漁獲」

につながる要因は、水産業界により多くの就業
者を生んでいる過剰資本であると指摘した60。
すなわち、現在は補助金が「魚のための競争」

（race for fish）を激化させているので、補助金
に起因する過剰能力と貿易歪曲が、重要な水産
資源をもつ多くの国の持続可能な発展を妨げて
いるとして、政府資金の移転を逓減する野心的
な提案をしたのである。その際、遠洋漁船の補
助金が「途上国の水産業を確立する意欲も損な
っている」とも主張した61。

その「魚の友」のなかでも主導的役割を担う
ニュージーランド（NZ）は、2004年になって、

「過剰能力」および「過剰漁獲」並びに他の貿易
歪曲を引き起こすと想定される特定の補助金の
禁止を目指す提案を打ち出した。その内容は、

「赤」の類型を基礎として漁業補助金規律を捉え
るというものであった。NZは原則として、固定
費用または可変費用、収益および収入の助長を

逓減することを想定する。NZとしては、費用と
収益（リスク関連の支援を含む）は確認できる
として「赤」の類型の設定に重点を置き、「過剰
能力」もしくは「過剰漁獲」または他の貿易的
歪曲につながりそうな最大範囲までの適用を目
指した。他方、「緑」（NZ案によれば「例外」

（exception）と別称）については、管理または
環境のプログラム、暫定プログラムおよび途上
国の必要を考慮する漁業補助金という絞りをか
け、あくまで「赤」の類型を基礎に据え、漁業
補助金の類型化を進めるのが特色である。なお、
「魚の友」は「黄色」類型には言及しないのが特
徴である62。

米国は、このNZ案を支持したが、日本はこれ
を漁業補助金に関するドーハ宣言に反するもの
だと批判した。同様に、EUもこれを「限界を超
えた」（over the top）ものとして批判した。さ
らに、韓国と台湾もNZを批判した63。

（２）米国、チリ―「黄」（提訴できる補助金）
による挑戦、「緑」は触れず

米国は、「過剰能力」および「過剰漁獲」を直
に促す補助金を禁じ、他の直接的な貿易歪曲効
果も規律するよう提案する。他方、チリは、よ
り詳細なアプローチを選択し、特定の商業補助
金を列挙した64。双方に共通するのは、「赤」の
類型の他、「黄」に類型化された漁業補助金を出
した国の政府については、その漁業補助金が貿
易上の悪影響または漁業資源の枯渇を生じさせ
ているのではないと当該国自ら立証しなければ
ならないとする点である。これは、「過剰能力」
および「過剰漁獲」によって枯渇の危機に晒さ
れる海洋生物資源の個体数を高度な保護法益

−95−

研究論文

59 See Communication from the United States, supra note (20), at ¶ ¶ 3-5.
60 Id.
61 See, e.g., Rules Negotiations: Friends of Fish Call for Altering Subsidy Disciplines, 6 BRIDGES WKLY. TRADE NEWS DIG.

(May 7, 2002).
62 Communication from New Zealand, Fisheries Subsidies: Overcapacity and Overexploitation, TN/RL/W/154 (Apr. 26,
2004).

63 WTO Reporter, U.S. Signals Support for New Zealand Proposal for Ban on Fisheries Subsidies (Apr. 29, 2004).
64 Anyanova, supra note (17), at 153.
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（環境問題）と捉えるので、WTOの紛争解決手
続において、提訴した側でなく、提訴された側
に厳しい立証責任（ここでは、漁業補助金が貿
易上の悪影響または漁業資源の枯渇を生じさせ
ているのではないという積極的な説明責任）を
課すという意味で、「立証責任の転換」（shift）
と説明される。

米国によれば、漁業補助金は、補助金を受け
ない国が共有の水産資源にアクセスするのを制
限されることになり、他の加盟国の漁獲水準を
限定するうえ、資源も枯渇させる点で特質があ
るとした。また、現行SCM協定のもと市場の歪
曲を立証するのは難しいことから、ルールの明
確化と改善によって漁業補助金規律を実効的に
すべき旨、主張した。この考えのもと、環境的
に有害な漁業補助金を撤廃する方途として、米
国はSCM協定３条にいう禁止補助金の「赤」の
類型が、直に「過剰能力」および「過剰漁獲」
を促すか、直に貿易歪曲的な効果をもつ類の漁
業補助金を含むように拡大されるべきとした。
その際、「過剰漁獲」につながる補助金は、プロ

グラムの類型か、水産業への利益かのいずれか
によって類型化されるべきだとした65。具体的
には、10の補助金をあげた後、漁業補助金を
「費用逓減型補助金」か「収入・価格支援型補助
金」かのいずれかに大別した。

ここで注目すべきは、補助金を出す政府が、
補助金に起因する「過剰能力」もしくは「過剰
漁獲」または他の貿易的悪影響がないと積極的
に立証できなければ、かかる補助金は有害と推
定されるという類型を打ち出したことである。
これは、有害または著しい損害を引き起こして
いると推定される補助金を含むものである。具
体的には、ある補助金が過剰漁獲される漁業で
は、漁業をするために使われていないか、また
は、実効的な制約がプログラムの実施に課され
ているので過剰能力または過剰漁獲につながっ
ていないという立証を尽くすことが「漁業補助
金を出す政府に」求められる。こうして、米国
は「過剰能力」および「過剰漁獲」を直に促す、
または、他の直接的な貿易歪曲効果をもつ漁業
補助金の規制対象をカバーするために現行SCM
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表　米国が主張する「過剰漁獲」漁業補助金の種類

費用逓減型補助金 収入・価格支援型補助金 例　外

商業的に適用可能な研究資金 価格支援プログラム 漁業管理プログラム

資本費用逓減的な補助金 貿易促進的補助金 研究および開発プログラム

収入と売上税の逓減 部門特定型社会支援プログラム 執行レジーム

リスク軽減 公的に融資された港および水揚げ施設

市場条件に従わない場合の政府所有
および国営貿易（state trading）

特に漁船への造船援助

外国のアクセス支払いおよび外国の
漁業ヴェンチャーへの支援

持続可能な漁業につながる「過渡的プ
ログラム」

＊グリーン類型については何ら触れて
いない。

CTE, Communication from the United States: Environmentally-Harmful and Trade-Distorting Subsidies in Fisheries,

WT/CTE/W/154, at 3-5 (July 4, 2000) より作成。

65 See Communication from the United States, Possible Approaches to Improved Disciplines on Fisheries Subsidies,
TN/RL/W/77 (Mar. 19, 2003), ¶ ¶ 4-5.
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協定３条を拡大する旨を主張した。すなわち、
「赤」の類型の追加と、そこから派生させた類型
として、漁業補助金の「黄」を提案したのであ
る。ただし、一定の政府プログラムが「過剰能
力」および「過剰漁獲」を逓減させ、漁業の持
続可能性につながること自体は認めている66。

他方、チリは、環境アプローチとして「赤」
の類型を提案した。そこでは、（能力を向上させ
ることで）費用を逓減させ収益を増大させ生産
を向上させるか、「過剰能力」および「過剰漁
獲」を直に促す特定の漁業補助金が明示的に禁
止される。その具体的な対象は、（１）公海また
は第三国の水域における操業のため、ある国の
船舶を移転する意図をもつ補助金、（２）（新旧問
わず）船舶購入につながる補助金、（３）既存船
舶の近代化につながる補助金、（４）生産費用逓
減につながる補助金、（５）漁業資源の捕獲、加
工および／またはマーケティングに含まれる操
業者の経済活動の税制措置の扱いについて積極
的な差別を生じさせる補助金、（６）結果として
信用のアクセスに積極的な差別となるような補
助金、である67。さらに、チリは、「赤」類型の
対象とならない残りのあらゆる補助金を対象と
するのが「黄」の補助金類型と位置づけた。そ
の際、貿易上の悪影響の立証責任については、
補助金を出す国の政府がSCM協定の通報義務を
十分に果たしていたかどうかによるとした。す
なわち、補助金を出した国の政府が黄色の補助
金を通報できなければ、その補助金について
「申し立てを行った加盟国に対して」貿易上の損
害を引き起こしたのではないと立証する責任を
負うとしたのである。チリの場合、他の補助金、
即ち、地域社会の発展および／または資源を保
全する必要があるかもしれない補助金について
すら、「黄」に類型化する点が特徴である。な
お、チリも、「緑」の類型（許容される補助金）

に提案をしていない。

（３）EU―「緑」類型の積極的提示、「黄色」の
排除

１．1970年代以降の漁船近代化
1970～80年代の漁船近代化のための補助金は

総登録トン数を倍加させ、機関出力（engine

power）を３倍にし、EC水域の主要な魚種の枯
渇を引き起こした。さらに、公的な資源利用の
ため入漁料が減額または撤廃されたので、消費
水準は増加した。そのため収益が費用より低く
なっても、漁獲は続けられた。そこで、魚価が
下落し需要が増えた。さらに、補助金は漁船の
技術向上を促し、水産資源の過剰能力および過
剰開発につながった。これに対して、1987～
1991年のEU多年次ガイダンス・プログラムは、
漁船の総トン数３％減少という勧告を行うこと
で、小規模ながら漁業補助金につながる補助金
行政への規制をしたが、さほどの効果は見られ
なかった68。

こうしたなか、2000～2008年までの間、EUの
南まぐろを漁獲する専用漁船には、総額55億
2,000万円が補助された。うち53億6,000万円が、
ほぼ船舶の建造と近代化に使われた。このため、
南部のメルルーサ（hake）やアンコウ（monk-

fish）といった欧州の水産資源が過剰漁獲される
ようになった。ここで2000～2006年のEU補助金
を分析すると、漁船近代化のための支援によっ
て、僅かな船主とりわけ大規模で動力ある船舶
の所有者が大型魚の死亡率を高めていることが
わかる。そこで、全長12m以下の船舶には、近
代化および建造に使われる額の２倍の資金が廃
船に補助されることになった。対照的に、24m

以上の船は廃船にするより、近代化や建造をす
る方が多くを受けとることができた69。そうす
るうち、補助金の有害な影響が公的に認められ
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66 Communication from the United States, supra note (65); TN/RL/W/21 (Oct. 15, 2002), ¶ ¶ 3-6.
67 Communication from Chile: Approaches to Improved Disciplines on Fisheries Subsidies, TN/RL/W/77 (June 10, 2003).
68 Anyanova, supra note (17), at 151.
69 www.ocean2012.eu, Briefing paper 6 July 2010 (visited Nov. 14, 2012).
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るようになった。これを受けてEUでは、漁船の
漁獲能力を減らすために、漁船の「過剰能力」
および「過剰漁獲」を逓減させると思われる補
助金については積極的に試みられたが、漁業ラ
イセンスの買い戻しや廃船とは別個の推進策と
して、船舶の建造と近代化にも補助金が出され
るという形態も同時並行的にとられたために、
全体としては「過剰能力」および「過剰漁獲」
を逓減させるためのプログラムは必ずしも効果
的なものとはならなかった70。
２．欧州委員会による財政支援との関連

2007年の欧州会計検査院（European Court of

Auditors）特別報告は、加盟国が自国漁船による
漁業活動を実効的に管理していないと指摘した。
報告は「漁業資源の持続可能な開発目的を共通
漁業政策（Common Fisheries Policy, CFP）とし
て達成するよう政治当局が望むのであれば、現
在の規制、検査および制裁の仕組みが相当に強
化されなければならない」と公表した71。2007～
2013年期には、欧州基金（EU Funds）だけで、水
産業に約4,300億円が補助されている。とりわけ
2009年には、EUと国庫補助金（state aid）双方で
約3,960億円が水産業に補助された。同年、13加
盟国のうち水揚げされた魚価は、漁業者に与え
られた補助金額よりも低いものであった。2007
～2012年で、概算1兆3,000億円以上がEU水産業
界に補助された。他方、食卓に上る魚が第三国海
域でEU登録船が獲ったものであれば、EU消費
者の金銭は別の打撃となって表れる。実際、モ
ーリタニアやギニアビザウといった西部アフリ
カ諸国に支払われる入漁料の約90％は、EUの納
税者からの税によって賄われたものであり、残

り僅か10％のみが、船舶操業者から支払われた
ものである。EUは、最近で119の漁業許可のた
めに年間42億4,800万円をモロッコに支払った72。
また、EUは他国に、生産施設の転換協定（re-

deployment agreements）といった形態の補助金
も出してきた。アフリカ諸国の多くは、欧州船
舶のアクセスを受け入れただけでなく、特別な
助成金と入漁料も受領した73。このような状況を
背景に、欧州委員会（European Commission）
は、「過剰漁獲」および「過剰能力」と自身の財政
支援との間に関連性があることを認めるように
なった。同委員会は、欧州の漁船が、多くの事
例で、持続可能な水準を２～３倍にする資源量
の負荷をかけていることを認めたのである74。

EUは水産業界で最も補助金を出している国の
一つである。デンマーク、スペインおよびフラ
ンスは、2012年現在、1,760億円の漁業補助金と
いった形で、主導的地位にある。EUは、漁業に
構造的な援助をする漁業ガイダンスの財政手段
（Financial Instrument for Fisheries Guidance,

FIFG）のもと漁業に補助金を出し、第三国の海
域に漁業アクセスをするために特別な支払いも
している。さらに、EU自体は域内水産業に補助
をしている。EU加盟国は、委員会承認を経て、
各国の漁船に補助をしている。EUの漁業補助金
は、主として局地的な漁業管理と環境に優しい
試みを支援する非資本的（non-capital）助成金
と集団プロジェクトの形態をとっている。この
ような状況に対して、EUの補助金による船舶の
ほとんどすべては、補助金がなくても収益があ
ることから、本来、補助金は正当化されないと
の指摘も根強い75。
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70 Anyanova, supra note (17), at 151.
71 Special report No 7/ 2007 on the control, inspection and sanction systems relating to the rules on conservation of

Community fisheries resources.
72 消費者の金銭は、まず魚が購入され、その内訳から拠出される税金が過剰漁獲を行う漁船の近代化に投入される形で、過
剰漁獲への補助金につながっている。2000～2009年に、33億5,000万円が南まぐろ漁船の近代化に補助された。Subsidizing
fish: how many times must we pay for our fish? How Overfishing Impacts You 4, www.ocean2012.eu

73 Anyanova, supra note (17), at 150.
74 European Commission (2008), Reflections on further reform of the CFP.
75 Anyanova, supra note (17), at 151.
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３．限定的な「赤」類型と明確に打ち出された
「緑」類型

EUは、CFPを基礎にした提案をしている。そ
の理由は、CFPによって漁業資源の持続可能な
水準を維持できる漁獲能力と利用可能な資源量
の均衡を図ろうとするからである。このときEU

は、漁業能力を促す効果をもつ特定の補助金を、
過渡的期間を与えたうえで将来的な廃止対象と
して、「赤」の類型として打ち出している。とは
いえ、その具体的な範囲を決めるにあたっては、
水産業がこれに適応するには一定程度の期間を
必要とすると考えている。この案は、漁業部門
の過剰能力が漁業資源の過剰開発につながる主
な要因の一つだという前提に立っている。した
がって、この案は補助金が助長する能力の禁止
を想定することになる。たとえば、（１）漁船能
力を増強する建造か補修かにかかわらず、漁船
を刷新するためのもの、（２）第三国のパートナ
ーとの共同事業を含む第三国への恒久的な漁船
の移転、などである。

他方で、EU案は「認められる漁業補助金」
（permitted fisheries subsidies）として、明確に
定義する「緑」類型を打ち出した。これは、一
定の補助金が漁獲能力を逓減し、水産業界の再
編成の社会的および経済的な負の効果を軽減す
るために必要であるという考えに基づくもので
ある。すなわち、（１）漁業者の再訓練、早期退
職および多様化（diversification）のための補助
金、（２）次の場合の漁業および船主収入への補
助金、即ち（ａ）自然災害といった予期しえない
事情のために休業を余儀なくされる場合、（ｂ）
保存措置が、過剰開発された水産資源量のため
に能力逓減を恒久的に求めた場合、（３）特に安
全性、品質、または作業条件を改善するか、ま
たは、より環境に優しい漁法を促がす船舶の近
代化のための補助金、（４）廃船および漁業許可

の取り消し、である。定義上、これら「緑」の補
助金は、EUにおいては許容され、域外国からの
申し立てには服さないものとされる。なお、EU

は「黄色」の類型を含まない76。
こうして、許容される漁業補助金を列挙する

EU案は、労働市場における漁業者の事情を勘案
していること、自然的条件に左右される漁業の
特質に配慮していること、環境配慮型の漁業の
誘因を生じさせているようにみえること、廃船
および漁業許可の廃止といった外形的な措置も
とられていることから、一見したところ、「過剰
漁獲」および「過剰能力」の低減につながる合理
的な案のように思われるが、問題がなくもない。
というのは、ある研究によれば、水産資源量の
枯渇を理由に休業した者への収入補助金が、却
って過剰能力を生じさせることもあるからであ
る。漁業者はその休業期間が終わっても、補助
金のために水産業に留まっていたことが判明し
ている。そこからいえるのは、船舶の廃棄は有
効としても、漁業者の雇用も減らされることを
伴って初めて過剰漁獲への歯止めがかかるとい
うことである。収入への補助金を認めるEU案は、
船舶の廃棄から得られる立替金（advances）と
いう抜け穴が生じる可能性があるのである77。

（４）日本、韓国―「必要なし」（no need）アプ
ローチ

１．漁業補助金問題を相対化して把握
漁業補助金と過剰能力の関係は、なお十分に

は研究されていない。そのことは、漁業補助金
が持続可能な漁業の達成に大きな障害物となっ
ていることを、国際社会が認めたがらないこと
と表裏をなしている。すなわち、補助金だけが
海洋生物資源の資源量を枯渇させる要因ではな
く、実効性が十分でない漁業管理、悪化する生
態系、過剰漁獲および資本の拡大といった要因
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76 Submission of the European Communities to the Negotiating Group on Rules-Fisheries Subsidies, TN/RL/W/82 (Apr. 23,
2003), ¶ ¶ 4(i)-(iii).

77 Underwriting Overfishing, supra note (5).
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の一つに漁業補助金問題があるにすぎないとい
う主張である78。たとえば、地域漁業管理機関

（RFMO）は、漁獲コントロール（割当制）、管
理コントロール（船舶規模、エンジン出力およ
び海洋における操業日数制約）および権利ベー
ス構造（許認可、ITQなど）を扱う。したがっ
て、日本からすれば、これら可変的状況が無視
され、一定の漁業補助金が自動的に禁じられる
のは不公正だということになる79。すなわち、
漁業補助金よりもむしろ、既存の国際協定や漁
業管理を適正に活用すればこそ、適切な解決に
つながりうると考えたのである。このような考
えのもと、日本は古典的な交渉の立場を採って
きた。すなわち、正確な実証データが得られに
くいということから、漁業補助金が水産資源を
衰えさせる直接の原因であることは認めがたい
としてきたのである80。そのため、漁業補助金
の特別および別個の扱いを主張するのであれば、
それを主張する国に、その根拠となる理由や背
景の説明責任があるとした81。たとえば、2000
年にはSCM協定が漁業補助金に取り組まれるの
は適切でないように思われるとした82。2002年
には、補助金が引き起こす貿易上の歪曲は、水
産業界に特有のものではないので、漁業補助金
のための特別な規律は必要ないと主張した83。
その背景には、漁業管理問題が沿岸国、RFMO、
および国連海洋法条約の問題であるべきという
前提があった。
２．漁業補助金協定草案反対論への批判

多く補助金を出している日本と韓国は、漁業
補助金は必要なしとしてきたが、現行SCM協定

の一定の規定を分野横断的に（cross-sectoral）
修正することまで反対してきた訳ではない84。
反対なのは、あくまで漁業補助金のみに適用す
る特別なルールをSCM協定に導入することに対
してであった。これらの国は、特別な漁業補助
金の規定が、WTOの補助金レジームとWTO制度
全体の断片化につながるかも知れないと懸念し
てきた。また、海洋生物資源の過剰開発と補助
金との間に通常の結合関係（casual link）すら
証明されていないと主張してきた。日本によれ
ば、上述のように、資源に関わる補助金のあり
うる影響は、様々な資源の状態と漁業管理レジ
ームの間で可変的なものであって、実効的な漁
業管理がないために、補助金がなくとも過剰能
力をもたらす性質のものと捉えられる。

しかしこの姿勢は、国際社会からすると、「合
意を拒否する国（holdout）の戦略」および資源
への悪影響を無視するものだと批判されること
もあった。これに対抗し、「魚の友」などは、交
渉を前進させるための戦略として、本質的な情
報に訴えてきた（recourse to essential informa-

tion）。すなわち、予防的アプローチまたは予防
原則を基礎として、漁業補助金問題を考えると
いう姿勢である。このことは、国際交渉の力学
が、競争的なコモン・プールの状況にあっては、
積極的な規制に同意を取りつけるのがいかに難
しいかを示している。こうして、日本や韓国と
いった立場は、「本題で（on the merit）意見が合
わないというより、むしろレント・シーキング
（rent seeking）を求めている」として批判され
ることがあった85。レント・シーキングとは、
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78 Matteo Milazzo, Subsidies in World Fisheries: A Reexamination, WORLD BANK TECHNICAL PAPER, No. 406 (Apr. 1998), at
viii, 2.

79 Benitah, supra note (39), at 1-2.
80 CTE, Japan’s Basic Position on Fishery Study Issue, WT/CTE/W/173 (Oct. 23, 2000), ¶ ¶ B.4, 6.
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企業が政府官庁に働きかけて法制度や政策を変
更させ、利益を得ようとする活動で、自らに都
合がよくなるよう規制を設定、または解除させ
ることで、超過利潤を得ようとする活動をいう。

第四章  「特別かつ異なる扱い」とその背景
―漁業補助金規制の適用除外規定

（１）SCM協定附属書Ⅷの下の形態
2007年12月30日にウルグアイのヴァイレス議

長は、漁業補助金に関する草案をWTO加盟国に
配布した。草案は、附属書Ⅷの形式でSCM協定
に挿入された。同附属書は、SCM協定の不可分
の一体をなすものである。附属書Ⅷに触れられ
る補助金の主体は、関連する船舶の旗国に関わ
らず、「補助金を出した国にある」とされる。な
お、河川および三角州（deltas）など内陸漁業に
ついて附属書Ⅷは扱わないので、草案は「海洋」
捕獲物という表現を意図的に使用する。ここで、
漁業補助金規律について途上国を「特別かつ異
なる扱い」（special and different treatment）す
るということは、SCM協定１条が、途上国にお
いて重要な役割をもつ次の支援の形態をその対
象から除外するということである。すなわち、

（１）自国水域で漁業をするためまたは持続可能
な管理を促すため、先進国または先進途上国が

「小規模で影響を受けやすい経済国」（Small and

Vulnerable Economics, SVEs）に与える入漁料と
開発援助、（２）養殖化（domestication）および
漁業の開発への財政奨励策（fiscal incentive）、
即ち自国漁業の開発と養殖化のためSVEsが取り
組む励みとなるもの、また、（３）零細漁業

（artisanal fisheries）、即ち自国の零細水産業を
支援する小規模で影響を受けやすい沿岸国政府
が着手する措置、である。さらに、漁業補助金
が通報されない場合、紛争時における通常の立
証責任（申立国が負う立証責任）が適用されな
いことが特徴である。すなわち、漁業補助金協

定草案交渉で想定されるシナリオでは、問題と
なる措置について、WTOに通報しなかった補助
金を出した加盟国に立証責任が転換されるので
ある。したがって、補助金を出した加盟国は、
係争の補助金が禁止されていない（または過剰
能力もしくは過剰漁獲につながっていないとい
う事実）ことを立証しなければならない制度に
向き合うことになる。

（２）漁業補助金の議論におけるSVCsとPICs
WTO交渉では途上国に一定の免除が想定さ

れ、水産業界を持続的に発展させるのに必要な
政策余地が与えられようとしている。たとえば、
ニュージーランド（NZ）は、「緑」（許容される
補助金）の類型と並んで、限定的ではあるが、
途上国の必要を勘案する漁業補助金を認めてい
る86。EUも、途上国のための「特別かつ差異あ
る扱い」を、正当な発展の目的ということで認
めている87。これらは、先進国または先進途上
国によって、小規模で影響を受けやすい沿岸国
のために幾つかの例外に賛同し、実際にこれを
行うものである。

とはいえ、このような扱いを触れずにおき、
「緑」（許容される補助金）または「黄」（提訴で
きる補助金）で暗にそれを制限せずに静観する
立場もある。その姿勢を保ちながら、すべての
国に適用可能な主な規律につき合意が達せられ
たのち、はじめて十分な議論が有益となると捉
えている姿勢である。ただし、この「特別かつ
差異ある扱い」の議論は既に重要な議題であっ
て、もはや残余的な類型の問題ではないことに
は注意が必要である。こうしたなか、アンティ
グア・バーブータ、ベリーズ、フィージー諸島、
ガイアナ、モルディブ、パプア・ニューギニア、
ソロモン諸島、およびセントキッズ・ネーヴィ
スの代表団は、漁業補助金問題は、WTOには適
当な主題ではなく、FAOのような他のより適切

−101−

研究論文

86 WTO Reporter, supra note (63).
87 Submission of the European Communities to the Negotiating Group on Rules-Fisheries Subsidies, TN/RL/W/82 (23 April

2003), at 4.

08研究論文-中田_03特集2-池辺  13/02/14  9:29  ページ 101



な場で取り組むのが良いと主張してきた88。

（３）「特別かつ異なる扱い」を求める背景
１．PICs・SVEsと漁業補助金

西部および中央並びに太平洋の小規模島嶼国
には、小規模および零細漁業で生計を立てる住
民が多い。太平洋島嶼国（the Pacific Island

Counties, PICs）は、典型的な「小規模で影響を
受けやすい経済国」（SVEs）の一つである。同
海域は、世界のマグロ漁獲の55％を占めている。
また、その評価額は、年間170億円といわれる。
WTO交渉では、これら島嶼経済は、EEZで操業
する補助金を受けた遠洋漁船の破壊的な漁獲、
および高い率のIUU漁業も抱えている。さらに、
生活のため資源依存型（resource-based）経済
となっており、持続できない手法のため、自ら
の存立基盤を開発する余裕がない状況である。
こうしたなか、PICsは漁業補助金協定草案交渉
では強い禁止規律を唱えてきた。基本的には、
ヴァイレス議長が2007年11月に提案した草案の
姿勢を受け入れた。そこでは、SVEsに適した

「特別かつ異なる扱い」が求められてきた。SVEs

は、その規模ゆえ世界的な漁業貿易と生産の非
常に微小な（minuscule）配分と低い補助金の規
模が、「過剰能力」および「過剰漁獲」とっては取
るに足らない（negligible）影響しか与えないか
らである。自国のEEZにおける資源漁獲から得
られる収益が、資源の経済価値全体の僅か５％
しか占めていないことを考慮すると、政策余地
を創出することはPICsの発展には重要と思われ
る。他方、SVEsの漁船は、幾つかの比較的規模
の大きい途上国および産業国の漁船とは対照的
に、EEZで利用可能な漁業資源を漁獲する際、
厳しい過小施設に苦しんでいる。それらの国々
の水産加工業が発展すれば、二国間協定のもと
自国水域で操業する外国船から得られる入漁料

の利益に依存する状態から脱することが期待で
きる。
２．途上国とRFMOの関係

漁業補助金の議論では、明確な立場がみられ
る。その顕著な例は、公海漁業の扱いをめぐる
対立である。すなわち、国際的な漁場において
は、自国の権利を開発する機会をすべての途上
国が有している訳ではないので、自国に近接す
る公海の漁業活動に補助金を与え、その機会を
獲得したいと考える途上国が出てくる。公海の
資源を管理する「RFMOプラス・アプローチ」
を含む、高い基準の漁業管理の受け入れを通じ、
責任ある方法で、共通の漁業資源（common

fisheries resources）のための柔軟性をこれら途
上国が利用しようとする政策である。しかし、
「魚の友」はこの立場を強硬に反対してきた。そ
の理由は、RFMOが慎重に資源管理を行ってい
るのにも関わらず、そのように補助金を出して
公海漁業を促せば、かかる資源管理に大きな懸
念を払拭できないからである。

太平洋に限れば、中西部中央太平洋の持続可
能なまぐろ漁業の挑戦は、太平洋島嶼国（PICs）
の経済的な将来にとっては死活的である。この
点、地域漁業管理機関（RFMO）の一つである
中西部太平洋まぐろ類委員会（Western and

Central Pacific Fisheries Commission, WCPFC）
は、漁業管理および監視、規制と監視のための
枠組みを提供する一方で、漁業発展への展望は、
広く貿易と経済の問題に基づいている。したが
って、漁業補助金交渉の成果は、どのようなシ
ナリオであれ、PICsに重要な影響を与えると思
われる。この点、PICsからすれば、ドーハ・ラ
ウンドの幾つかの分野で初期の成果を求めるこ
とに合意できれば、漁業補助金協定草案は独立
した協定（a stand-alone agreement）になった
であろうと思われる89。
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他方、PICsは、水産資源の持続可能性を確保
するために、実効的なRFMOの存在と機能をめ
ぐって「特別かつ異なる扱い」を求める戦略を
とってきた。すなわち、PICsは食糧部門を拘束
しない（zero-binding）条件、即ち小規模部門の
ためのより低い条件と、産業漁船の活動を管理
するためのより高い規律によって、異なるタイ
プの漁業管理条件の構想についてアプローチを
提案することなどをもって、建設的立場を採っ
てきた。しかし、これらのルールの適切な機能
は、技術援助の利用にも依存する。この点、南
太平洋地域では、依然として遠洋漁船による漁
業が自国EEZにおける漁業の大半を占めている
が、経済利益の大半は依然として当該地域の外
に基盤をもつ遠洋漁船と加工業者によって行わ
れている。したがって、小規模で島嶼からなる
途上国がそれら資源管理の全負担を負うのは正
当ではないと思われる。それゆえ、ジュネーブ
のアフリカ、カリブ海および太平洋グループの
一部としてのPICsは、自国の漁業管理制度を改
善し、WTO協定に規定される義務を果たすため
に、先進国および大規模な途上国から義務的な
技術および発展の協力を求めてきたのである90。
３．燃油補助金への関心

PICsの関心の一つは、燃油補助金である。燃
油は漁船の主な操業コストなので、これを軽減
すれば能力が促される。操業コストが「小規模
で影響を受けやすい経済国」（SVEs）にとって
最も購入しやすい形態の補助金であることに鑑
みれば、SVEsは燃油に補助金を出す政策を打ち
出すことになる。さらに、太平洋島嶼国（PICs）
は、生活のため、また、零細漁業といった定義
についても柔軟性をもって対処するよう国際社
会に挑戦してきた。具体的には、小規模漁船や
漁法の多様性を根拠に零細漁業を定義する際、
非拘束的な（non-prescriptive）アプローチを確
保するよう努めてきた91。

むすびにかえて―課題と展望
１．立証責任の転換が意味するもの

これまでの検討から導かれるのは、次のもの
である。SCM協定25条にあっては、各国の補助
金の通報情報は実効性に乏しかった。まして明
確な補助金対象として認識されてこなかった漁
業補助金にあっては、期待すべくもなかった。
しかし、「過剰能力」および「過剰漁獲」の意味
において、枯渇が危惧される海洋生物資源にあ
っては、予防原則との関係で、漁業補助金情報
を提示しない場合には、自国の補助金がかかる
資源の枯渇につながっていないという立証をし
なければならないという立証責任の転換が提案
されることによって、米国やチリなどが情報の
通報に厳格性を投げかけた。それは、UNEPの
ような機関（2002年3月）が、水産業を支援す
る補助金と持続可能な補助金を区別する具体的
な試み（第一章（３））から一歩、踏み込んだも
のと評価される。その意味で、「黄」（提訴でき
る）類型を唱えた米国、チリおよびNZの提案
は、漁業補助金問題規律を高い保護法益と捉え
る点で注目に値する。すなわち、漁業補助金と
「過剰能力」および「過剰漁獲」の関係を明らか
にすることに主眼を置いているのである。この
点、米国とチリは、提訴できない補助金（許容
される補助金）については触れていないことも
確認された。

これに対し、「魚の友」­は、より環境規制的側
面を強く打ち出しており、「過剰能力」および
「過剰漁獲」を直に促すか、他の貿易歪曲的効果
をもつタイプの漁業補助金は、禁止漁業補助金、
即ち「赤」（禁止）の補助金を基礎とすべきとい
うものであった。さらに、遠洋漁船の補助金が
「途上国の水産業を確立する意欲も損なっている」
とも主張した。このグループの主導的役割を担
うNZは、「過剰能力」もしくは「過剰漁獲」ま
たは他の貿易的歪曲につながりうる最大範囲ま
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での適用を目指す点で特徴がある。この捉え方
は、米国の賛成もある一方で、EU、日本、台湾、
韓国などから反対されていることも確認した。
２．「赤」と「緑」のEU、軟化の日本、および適用

除外規定における特徴
次いで、EUは、漁業能力を促す効果をもつ特

定の補助金を、過渡的期間を設けたうえで、赤
の類型として打ち出すのが特徴である。その対
象となる「過剰能力」として、（１）漁船能力を
増強する建造か補修かに関わらず、漁船を刷新
するためのもの、（２）第三国のパートナーとの
共同事業を含む第三国への恒久的な漁船の移転、
をあげているのをみた。また、EU案のもう一つ
の特徴は、緑の「提訴できない補助金」、即ち

「認められる漁業補助金」（permitted fisheries

subsidies）をあげていることであった。この申
し立てに服さない類型は、漁業資源の過剰開発
につながる要因を代替物に一定期間を設けて転
換させることを前提とし、その過渡的期間にと
られる四つの措置をかかる緑の類型に指定して
いた。こうしてEU案は、「赤」と「緑」の混合
形態をとっていることがその特徴として確認さ
れた。

次に、「過剰能力」および「過剰漁獲」と補助
金の関係が、実証データのもと立証されない限
り、両者の因果関係は認められないとして、漁
業補助金協定草案自体を必要なしとする日本や
韓国のような立場をみた。とはいえ、2011年1
月に入ってからは、日本も両者の関係が強く認
められるものについては軟化傾向がみられ、本
稿でみた2001～2008年の期間の立場そのままと
いう訳では必ずしもない。

最後に注目したいことは、途上国に対する協
定草案除外の扱いについても、漁業補助金が通
報されない場合、申立国が負う立証責任は適用
されないという規定が草案に盛り込まれている
ことであった。その背景の一つに、太平洋島嶼
国（PICs）と「小規模で影響を受けやすい経済

国」（SVEs）の漁業補助金の規模が、「過剰能
力」および「過剰漁獲」とっては取るに足らな
い影響しか与えないからであるという点があげ
られた。とはいえ、「特別かつ異なる扱い」とい
う表現にも現れているが、自国に近接する公海
の漁業活動に補助金を与え、その機会を獲得し
たいと考える途上国（RFMOプラス・アプロー
チ）については、「魚の友」などから厳しい批判
を向けられていることもみた。そのことは、下
記にみる公海漁業実施協定８条４項の規定にも
あるように、伝統的な公海の「漁獲の自由」は、
変動期に入ったと考えられる。こうして、「過剰
能力」および「過剰漁獲」と補助金の関係には
単なる相関関係から、予防原則を媒介とした環
境的視座からの推定因果関係に移行しつつある
ことを窺わせる。それは、両者の関係を不明瞭
にする原因たる情報の消極性に対し、立証責任
の転換という姿勢で臨んでいることにも一端が
現れている。また、それは国際社会に普遍的で
あることを示唆するかのように、途上国の除外
規定のなかにも浸潤している。
３．「信号的アプローチ」と「特別かつ異なる扱い」

の定着傾向
ケベック大学国際法教授で『GATT／WTO制

度における補助金の法』（2001年）の著書もある
Marc Benitahは、SCM協定を修正するWTO交渉
が前進すべきかどうか、またはいかに前進すべ
きかについては、もはや問題ではないとし、交
渉結果は「信号的アプローチ」と「特別かつ異
なる扱い」の混合形態となるだろうと予測する。
WTOの補助金レジームで考えられる影響は、市
場占有率の喪失、価格の切り下げなど、伝統的
に貿易関連のものだったが、WTO補助金レジー
ムでは、初めて環境的影響の観念を含むとの趣
旨である92。

WTO加盟国は天然資源の持続可能性に同意が
あれば、その方向を選択できる。たとえば、「魚
の友」は海洋生物資源の過剰開発を止める必要
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を強調し、早急な方法で、できる限り厳格に実
質的な規律を提案するよう腐心している。なる
ほど、自然環境の保全は一定の海洋生物資源の
枯渇に責任ある人類には価値がある。とはいえ、
多数国間の脆弱な貿易制度の制度上のリスクを
最小限にすることも重要である。したがって、
環境的価値が貿易の制度的費用を凌駕すると判
断されてはじめて、漁業補助金に関する新たな
規律を通じた天然資源の持続可能性に向けWTO

が前進できると、SCM委員会常設専門家グルー
プ創設メンバーでWTO紛争解決パネリストでも
あったSeung Wha Changは述べている93。この
点、海洋の科学的知見は最終的に不確実性がつ
きまとう以上、終局的には、国際社会全体が海
洋生物資源の枯渇問題を、環境問題として高度
な保護法益と捉えているかを見極めることが肝
要である。その際、WTOの準司法判断の内容、
ソフト・ロー、一方的国内措置および実定法規
などの現段階を検討すると、漁業補助金問題を
WTOが扱うことには有利な推定が働く余地は大
きい94。
４．RFMOの重要性と最近の状況

ここで、かつお、まぐろ類などの高度回遊性
魚種を対象とするRFMOに触れたい。そこには、
全米熱帯まぐろ類委員会（1950年～）をはじめ、
最近ではWCPFC（2005年～）がある。また、底
魚類をはじめとするEEZと公海の跨り種につい
ては、北西大西洋漁業機関（1979年～）をはじ
め、最近では南東大西洋漁業機関（2003年～）
が、また南北太平洋でも南インド洋漁業協定が
2012年に発効し、2014年設立予定の北太平洋水
産委員会の合意などから、まぐろ類資源につい

ては全ての海域と主要魚種が、底魚類の漁場に
ついては主な世界のほぼすべてがカバーされる
状況となっている95。この点、公海漁業実施協
定８条４項では、「小地域的若しくは地域的な漁
業管理のための機関の加盟国若しくはそのよう
な枠組みの参加国又は当該機関若しくは枠組み
が定めた保存管理措置の適用に同意する国のみ
が、当該保存管理祖措置が適用される漁業資源
を利用する機会を有する」という規定振りから、
従来にいう公海における「漁獲の自由」（国連海
洋法条約87条１項eおよび２項）は大きく変革し
たといえよう96。

また、最近になって、大西洋まぐろ類保存国
際委員会（ICCAT、1969年～）の科学委員会が
クロマグロの親魚が増加に転じたと報告し、
1990年代後半に地中海における乱獲による資源
量減少の懸念が高まってから、増加傾向への転
換となったのは初、と公表した。これは、同委
員会が1980年以降実施した漁獲制限が功を奏し
て、資源量の増加が確認されたからという。こ
の情報を受け、EUはクロマグロの国際取引の全
面禁止や漁獲制限を主張してきたこれまでの方
針を一転した。すなわち、東大西洋・地中海黒
マグロの2013年の漁獲枠につき、現行の12,900 t

から13,500 tに拡大するよう転換した97。このこ
とは、「過剰漁獲」および「過剰能力」の原因
が、補助金との関係以外にも存在するというこ
とを含意している点で、日本の主張にも資する
ところがある。
５．ドーハ・ラウンドの休止（2011年12月）と

地域指向
このような状況にあって、2012年12月中旬に
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93 Chang, supra note (13), at 918-19.
94 詳細は、次を参照。拙稿「漁業補助金協定草案の現段階―WTOにおける議論と海洋生物資源をめぐる国際規範の生成」
湘南フォーラム16号（2012年2月）65-91頁。

95　詳細は、次を参照。猪又秀夫「国際漁業管理の現状と問題点―国際レジームの視点から」国際漁業研究11巻1号（2012年
8月）32-33頁。

96　この８条４項は、RFMOなどを無視した公海での操業が、いかなる理由であれ、国際的に認知されない状況が既に確立さ
れており、それを行わない国の操業は「悪」であることの法的根拠であると位置づけられる。また、具体的に、そのよう
な国に対して、いかなる措置が執れるかについては、協定17条（非加盟国対策）などに規定されている。野村一郎監修・
香川謙一編『ストラドリング魚類資源及び高度回遊性魚類資源に関する国連協定の解説』（水産新潮社、1997年）58-59頁。

97　東京新聞2012年10月16日（火）、東京新聞11月10日（土）。
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開催された定例WTO閣僚会議において、10年続
いたドーハ・ラウンドが、近い将来の包括的合
意はできないとして再び交渉を本格化する見通
しを持たないまま、事実上の休止宣言が行われ
た。これを受けてWTOは、加盟国間の紛争処理
機関に重心を移すこととなった。宣言は、背後
に複数の地域的経済協定の進展がつきまとうが、
そのことは漁業補助金規律についても、議論の
場が移される可能性があることを示唆している。
実際、2011年12月8日の９ヵ国閣僚声明でもその
旨が述べられた。また、米国通商代表部（United

States Trade Representative, USTR）は、2011年
12月13日、環太平洋経済連携協定（Trans-Pacific

Strategic Economic Partnership Agreement,

TPP）交渉において、漁業補助金に規律を設ける
ルールを公式に提案した。そこでは、TPPでルー
ル化したものを国際ルールに格上げするよう企
図している98。これに対して、日本政府は、現在
のところ、「漁業補助金については、過剰漁獲を
招く漁業補助金を禁止する提案があるが、各国
との間で対立があり、合意に至っていない」と記
述されており、予断を許さない状況である99。こ
のように、WTOの多数国間交渉対象としての漁
業補助金協定草案交渉は休止した状態であるが、
TPPを含む地域協定などによる国家間交渉にお
いても、この問題をめぐる規範が生成される可
能性はある。そこでの議論が、再開される多数
国間交渉にフィード・バックされることを想起
すれば、TPPにおける漁業補助金の議論には十
分な注意を払っておく必要があると思われる。

最後に、1999年のWTOシアトル閣僚会合で端
緒が開かれ、2001年以降に実際の交渉が始まっ
た漁業補助金交渉草案において、現場で交渉に
あたってきた個々の参加者の視点について付言
したい。個々の政府代表者は、それぞれの省庁

や国家の意思を代表して議論に参加し、時とし
て思惑を同じくする国と共同で対立する国々と
議論を交わし、これを調整してゆく。しかし、
これを交渉全体としてみれば、漁業補助金が
「過剰能力」および「過剰漁獲」と大きく関連し
ているという規範的意識が大きな高まりを見せ
ているのであって、総論としては、個々の国家
の漁業補助金が与える「過剰能力」および「過
剰漁獲」への影響というよりもむしろ、国際社
会全体において漁業補助金が海洋生物資源に対
して、「過剰能力」および「過剰漁獲」を媒介し
て、相当な影響を与えているという規範意識が
高まっているといえる。この意識がWTOの強制
的な紛争解決手続と結びついたとき、各国家の
漁業補助金の情報を明らかにする強制力を生じ
させるばかりか、個別国家の思惑を超えて漁業
補助金への規制が精緻化されてゆくことになる。
この点で、他の国際法の仕組みとは異なり、
WTOの紛争解決手続と漁業補助金問題の類型化
が結びついたところが、漁業補助金問題の最大
の特徴である。それは、マラケシュ協定前文や
これをカバーする協定の存在（衛生植物検疫措
置の適用に関する協定、貿易の技術的障害に関
する協定）のみからでなく、国際機関の「後か
らの実行によって」発展を遂げつつある国際法
を示唆している。

［付記］本稿は、奥田孝晴教授（国際学部）を研
究代表者とする「空間」と「時間」軸から考える

「地球市民社会と公共性」＜共同研究―2012年＞
の研究分担として取り組まれた成果である。し
たがって、本研究における資料などは、湘南総
合研究所研究費によって賄われた。記して謝意
を表したい。
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98　日本農業新聞2011年12月14日（水）。
99 「16．環境」TPP協定交渉の現状（分野別）参考資料２（平成24年3月）18頁。Available at

http://www.pref.nagasaki.jp/tpp/setumei/pdf/sanko2.pdf (visited Nov. 9, 2012).
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